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説明事業

住宅課
担当名: 企画担当

内線: 5571 (単位：千円)
会計

P26 応急住宅対策体制強化事業費 一般会
計

土木費 住宅費
項

住宅総務費 住宅政策総合推進事業費
番号 事業名

事 業
期 間

令和 7年度～ 根 拠
法 令

災害救助法第二条、第四条

款

針路 01
分野施策 0101

１　事業概要 ５　事業説明
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　被災者の早期生活再建のため、災害時に迅速に良質な
住環境を提供できるよう、応急住宅対策の体制を強化す
る。
　ア　被災者への住宅供給体制強化事業　18,071千円
　イ　被災住宅緊急の修理体制強化事業　 1,425千円
　ウ　住戸仕様作成等事業　　　　　　　 4,000千円
　エ　配置計画案等作成事業　　　　　　21,000千円

（１）事業内容
　　ア　被災者への住宅供給体制強化事業 住宅供給訓練の実施　　　　　　           　18,071千円
　　イ　被災住宅緊急の修理体制強化事業 緊急の修理に関する訓練の実施　 　　       　1,425千円
　　ウ　住戸仕様作成等事業 建設型応急住宅の標準仕様の作成　　　　　　     　　　 　3,000千円
　　　　　　　　　　　　　 移動木造応急住宅プラットフォームの運営     　　　　　 　1,000千円
　　エ　配置計画案等作成事業　建設型応急住宅建設候補地における配置計画案等の作成　21,000千円

（２）事業計画
　　ア　被災者への住宅供給体制強化事業  県、市町村、協定団体による合同訓練を行い、課題を抽出する。
　　イ　被災住宅緊急の修理体制強化事業　市町村や自主防災組織を対象にした講習・実演による訓練を実施する。
　　ウ　住戸仕様作成等事業
　　　　建設型応急住宅の住戸の仕様等を作成。関係団体と連携した移動木造応急住宅プラットフォームを運営する。
　　エ　配置計画案等作成事業
　　　　建設候補地の現地調査を実施・データベース化し、一定規模以上の候補地において配置計画案を作成する。

（３）事業効果
　　　・事業を実施することにより、災害時に県と連携し、適切に対応できるようになる市町村・関係団体が増え、災害
　　　　時に適切な修理を行う知識がﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸされている市町村、自主防災組織等の数が増える。
　　　　【活動指標（アウトプット）】住宅供給訓練実施回数　3回
　　　　　　　　　　　　　　　　　　緊急修理訓練実施回数　4回
　　　　　　　　　　　　　　　　　　建設型応急住宅の仕様、現地調査データベース及び配置計画案の作成
 
　　　　【活動指標（アウトカム）】　住宅供給訓練参加市町村、団体数　72団体
　　　　　　　　　　　　　　　　　　緊急修理訓練の参加者数　80人
　　　　　　　　　　　　　　　　　　建設型応急住宅の早期供給体制の整備（378か所、約29,500戸）

２　事業主体及び負担区分
【国土交通省】
社会資本整備総合交付金
ア・イ・ウ・エ（国45/100・県55/100）

３　地方財政措置の状況
なし

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員
（１）人件費（既存分）9,500千円×3.1人＝29,450千円
（２）人件費（増員分）　なし
（３）組織の新設・改廃　なし

予算額
財　　源　　内　　訳

一般財源
前年との

対比国庫支出金

決定額 44,496 20,023

前年額 21,000 9,450 11,550

― 都市整備部 26 ―

災害・危機に強い埼玉の構築

24,473 23,496

危機管理・防災体制の再構築



 

事業名

単位事業名 予算額 18,071千円

　
○歳入 （単位：千円）

款・節 当初予算額 対前年度増減額

国庫支出金・ 8,132 482 【国土交通省】
住宅費補助金 社会資本整備総合交付金

補助率 定額

一般財源 9,939 589

合計 18,071 1,071

　
○歳出 （単位：千円）

節 当初予算額 対前年度増減額

委託料 18,071 1,071 住宅供給訓練実施に係る委託業務

合計 18,071 1,071

単位事業名 予算額 1,425千円

　
○歳入 （単位：千円）

款・節 当初予算額 対前年度増減額

国庫支出金・ 641 △1,159 【国土交通省】
住宅費補助金 社会資本整備総合交付金

補助率 定額
　

主な内容

事業内訳書

応急住宅対策体制強化事業費

被災者への住宅供給体制強化事業

主な内容

主な内容

被災住宅緊急の修理体制強化事業



 

 

単位事業名 予算額 1,425千円

　
 （単位：千円）

款・節 当初予算額 対前年度増減額

一般財源 784 2,584

合計 1,425 1,425

　
○歳出 （単位：千円）

節 当初予算額 対前年度増減額

報償費 400 400 緊急修理の訓練　講師謝金　1人×4回分

旅費 193 193 緊急修理の訓練　講師旅費　1人×4回分

需用費 8 8 緊急修理の訓練　訓練用資機材の購入

役務費 720 720 緊急修理の訓練　訓練用模型の設営　4回分

使用料及び賃借料 104 104 緊急修理の訓練　会場使用料　4回分

合計 1,425 1,425

被災住宅緊急の修理体制強化事業

主な内容

主な内容



 

 

単位事業名 予算額 4,000千円

　
○歳入 （単位：千円）

款・節 当初予算額 対前年度増減額

国庫支出金・ 1,800 1,800 【国土交通省】
住宅費補助金 社会資本整備総合交付金

補助率 定額

一般財源 2,200 2,200

合計 4,000 4,000

　
○歳出 （単位：千円）

節 当初予算額 対前年度増減額

委託料 4,000 4,000 建設型応急住宅の標準仕様等作成業務

合計 4,000 4,000

単位事業名 予算額 21,000千円

　
○歳入 （単位：千円）

款・節 当初予算額 対前年度増減額

国庫支出金・ 9,450 9,450 【国土交通省】
住宅費補助金 社会資本整備総合交付金

補助率 定額
　

住戸仕様作成等事業

主な内容

主な内容

配置計画案等作成事業

主な内容



 

 

単位事業名 予算額 21,000千円

　
 （単位：千円）

款・節 当初予算額 対前年度増減額

一般財源 11,550 11,550

合計 21,000 21,000

　
○歳出 （単位：千円）

節 当初予算額 対前年度増減額

委託料 21,000 21,000 建設候補地における配置計画案等作成業務

合計 21,000 21,000

配置計画案等作成事業

主な内容

主な内容


